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新型コロナウイルス感染症の影響により、2020年から2021年にかけて国内外の旅行需要は激減
し、観光産業は極めて厳しい状況が続いた。一方、2022年３月のまん延防止等重点措置の全面解除、
同年10月の全国旅行支援の開始や水際措置の大幅緩和により観光需要が大幅に増加するなど、観
光は着実に回復しつつある。

本年の白書では、ポストコロナの観光の鍵として、観光の「稼ぐ力」に着目し、観光の付加価値
を示す観光GDPの国際比較や、観光地の再生・高付加価値化など観光地の「稼ぐ力」を強化し、地
域活性化の好循環に取り組む地域事例の分析を試みた。分析を踏まえ、観光地や観光産業の「稼ぐ
力」の好循環により、持続可能な観光地域づくりを目指す政策の方向性についても報告している。

ポストコロナの今、観光は転換期にある。今後の観光においては、より多くの旅行者を呼び込む
だけではなく、旅行者のニーズの変化や多様化を的確に捉え、持続可能な観光や消費額の拡大、地
方誘客の促進といった「質」の高い観光を実現していく必要がある。また、国内外の旅行者にとって、
地域に根付いた日常の「暮らし」に関わるコンテンツこそ、魅力的な非日常体験として価値が高ま
りつつあり、この好機を生かすことも重要である。

地域住民の世代を超えた参画や幅広い産業との連携により、地域に根付いたコンテンツを磨き上
げ、地域での滞在が魅力的なものとなるよう取組を強化し、実現した利益を住民の雇用や所得を通
じて地域に還元する。このような好循環をもたらす観光は、少子高齢化に直面する地域社会の存続
や持続的な発展に不可欠であり、地域活性化の大きな原動力にもなり得る。

本白書の分析が、一人一人が観光の意義を再認識し、地元・観光地の魅力を再発見するきっかけ
や、魅力的な観光地づくりに向けて様々な主体が協働し取組を強化していく上での一助となれば大
変幸いである。
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